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平成 30 年度厚生労働科学研究費補助金（障害者政策総合研究事業（精神障害分野）） 

医療観察法の制度対象者の治療・支援体制の整備のための研究 

分担研究報告書 

 

指定入院医療機関データベースシステムを活用した研究 

 

研究分担者 平林 直次 国立精神・神経医療研究センター病院 

 

研究要旨： 

〈目的〉本分担研究では、医療観察法入院データベースの十分な活用を可能にする体制を整え、

また活用を通じて有用な情報を発信することによって、医療観察法医療の向上に寄与することを

目的とした。 

〈方法〉平成 30 年度は、以下の 3 つの研究活動を行った。(a)データベースの研究への二次利用

に向けた準備、(b)データベースと臨床上の問題意識等に関するインタビュー調査、(c)年次集計

報告書「医療観察統計資料（入院）（仮）」の設計である。(b)に関しては、2機関の医療観察法病

棟の多職種スタッフに対し、平成 30年 7月と 9月にインタビュー調査を行った。その結果を逐語

録に起こし、質的帰納的分析を行った。 

〈結果および考察〉(a)では、研究への二次利用の申請および審査に関する考え方を定め、審査を

行う研究推進委員会の規程および業務手順書、二次利用の申請者向けのデータベース利用の手引

き、ならびに各種手続き様式の案を整えた。平成 30 年 12 月 12 日に第 1回研究推進委員会を開催

し、これらの案のレビューを行うとともに、審査の進め方などを確認した。(b)では、データベー

ス活用への積極的姿勢の要因と消極的姿勢の要因が抽出された。前者には【治療標準化の共有の

必要性】と【外部現状共有の必要性】が含まれ、後者には【情報リテラシーの強化】【運用や設計

の見直しの必要性】が含まれた。データベースを活用した医療観察法医療の向上を図るためには、

臨床と研究が協働しながら、歴史的背景を考慮してデータベースに設定された重点項目の網羅的

なモニタリングを継続するとともに、臨床のニーズに応える項目の分析にも対応していく必要が

あると考えられた。(c)では、医療観察統計資料（入院）（仮）の基本構造として、対象集団を入

院対象者全体、在院中、退院済の 3 通りとし、集計期間を累積、単年、経年の 3 通りとして、在

院中×累積を除く 8 通りの組み合わせで組み立てるのがよいと考えた。入院対象者全体×単年の

例として、平成 30 年に入院した対象者 235 名で集計したところ、男女比はおよそ 7：3、平均年

齢は 40.3 歳（標準偏差 13.2）であり、統合失調症患者が 8 割以上を占めた。退院済×経年の例

として、退院年で対象者を群分けして集計すると、対象者のプロフィールに大きな変化は見てと

れないが、入院処遇期間は変化が顕著であり、医療観察統計資料（入院）（仮）への組み入れは有

意義と思われた。 

〈結論〉本分担研究は、臨床を向上させ、本研究班全体の研究、ひいては司法精神医療の研究全

般を支える基盤を構築する役割を有している。医療観察法施行から 13 年目となる現在、医療観察

法医療の意義を、施設間、制度間で連携を図りながら発信し、拡大していくことが求められてい

る。そのためにデータベースを活用する仕組みを、引き続き整備することが必要である。
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研究協力者（順不同、敬称略） 

 河野稔明 国立精神・神経医療研究センター

精神保健研究所（執筆担当） 

 小池純子 同上（同上） 

 藤井千代 同上 

 

Ａ．研究目的 

 平成 17 年に制定された医療観察法は、まも

なく 15 年目を迎え、これまでよりもさらに他

制度との整合性を図りながら、今後のビジョン

を示していく時期にさしかかっている。 

 これまで各種の研究班により医療観察法医

療の実態調査が続けられてきた実績をもとに、

厚生労働省は平成 26 年度に重度精神疾患標準

的治療法確立事業（以下、データベース事業）

を開始した。同事業では国立精神・神経医療研

究センター病院を幹事病院として、全国の指定

入院医療機関からネットワークを通じて匿名

化された診療データを収集するシステムを構

築し、平成 29年 12 月に運用を開始した。これ

により、データを分析して入院医療の実態を安

定的かつ定期的に把握する基盤が整った。 

 本分担研究の目的は、このデータベースを十

分に活用可能にする体制を整え、また活用を通

じて有用な情報を発信することによって、医療

観察法医療の向上に寄与することである。 

 

Ｂ．研究方法 

 平成 30 年度は、大きく 3 つの研究活動を行

った。 

 

1. データベースの研究への二次利用に向けた

準備 

 データベースに蓄積されるデータを、研究に

二次利用できるよう、公的統計 

やバイオバンクの利活用など、既存の仕組みを

参考にして必要な手続き方法を定めた。 

 また、事業において組織された研究推進委員

会の第 1 回会議に、手続き方法の案を付議し、

レビューを受けた。 

 

2. データベースシステムと臨床上の問題意識

等に関するインタビュー調査 

 医療観察法の入院・通院医療と一般精神科医

療を担う医療機関のスタッフに対するグルー

プインタビュー調査を行った。 

1) 目的 

 一つは、医療機関従事者の持つ問題意識や医

療提供上の困難・課題を把握することである。

もう一つは、それを踏まえて対象者の社会復帰

という医療観察法の目的にかなう医療を提供

するために、長期にわたって有効なモニタリン

グ指標の開発と選定を行うことである。 

2) 対象 

 医療観察法の入院と通院の両方の指定を受

けた医療機関のうち、協力の得られた国立病院

1機関、自治体病院 1機関の多職種スタッフ計

13 名である。 

3) 方法 

 平成 30 年 7 月と 9月に、医療機関ごとにフ

ォーカス・グループ・ディスカッション法を用

いた調査を行った。インタビュー内容は、デー

タベースの活用状況を中心に、(a)職務上の問

題意識および重点課題、(b)現在の医療観察制

度の問題と解決策、(c)データベース事業への

意見とした。得られたデータについては、質的

機能的分析を行った。 

 

3. 医療観察医療観察統計資料（入院）（仮）の

設計 

 データベース事業では、得られた情報を定期

的に集計して白書のような形で報告すること

を計画している。本分担研究では、報告の媒体

を仮称「医療観察統計資料」として設計するこ

ととした。具体的には、次の 2つの作業を進め

た。 
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1) 基本構造の開発 

 医療観察医療観察統計資料（入院）（仮）の

性質上、基礎的な集計を体系的に掲載する必要

があり、そのための基本構造を開発した。どの

ような要素をどのように組み合わせるべきか、

検討を行った。 

2) 設計に基づく集計の試行 

 開発した基本構造に基づいて、集計表に組み

入れるデータ項目を挙げ、実際に集計を行った。

それにより、設計した集計表が適切なものであ

るかどうかを確認した。 

 

(倫理面への配慮） 

 2.のインタビュー調査は、国立精神・神経医

療研究センター倫理委員会の承認を得て行っ

た（承認番号：A2018-035）。研究対象者にはイ

ンタビュー前に書面を用いながら口頭で説明

を行い、書面で同意を得た。 

 

Ｃ．研究結果 

1. データベースの研究への二次利用に向けた

準備 

 データベース事業において設置が決定して

いた研究推進委員会の位置づけや所掌業務を

整理し、二次利用の申請および審査の考え方を

定めた。研究推進委員会では、データ利用を申

請された研究が精神医療等の向上に資すると

期待されるかどうかを重視し、司法精神医療の

専門的観点から審査を行うこととし、研究倫理

については予め倫理委員会で承認を受けてか

ら申請することを基本方針とした。 

 この考え方に基づき、研究推進委員会の規程、

および業務手順書、二次利用の申請者向けのデ

ータベース利用の手引き、ならびに各種手続き

様式の案を作成した。平成 30 年 10 月 12 日に

開催された第 3 回運営委員会での検討を経て

内容を修正し、平成 30 年 12 月 12 日に開催さ

れた第 1 回研究推進委員会でレビューを受け

た。その結果、データベースに含まれる項目の

一覧を利用の手引きに掲載することや、申請に

あたっては予め競争的研究資金の成果データ

ベースなどを参照して医療観察法関連の先行

研究を十分に調べておくことを申請者に推奨

することが提案された。現在、これらを手続き

の仕組みに反映させ、最終確認中である。 

 

2. データベースシステムと臨床上の問題意識

等に関するインタビュー調査 

1) 研究対象者 

 研究対象者は男性 7名、女性 6名で、職種は

医師 1 名、看護師 5 名、精神保健福祉士 3名、

作業療法士 2名、心理療法士 2名であった。医

療観察法病棟の勤務経験年数は 1 年目から 10

年目まで、幅広く分布していた。 

2) インタビューの結果 

 インタビュー調査の結果は、表 1のようにま

とめられた。カテゴリーは【 】を用いて、サ

ブカテゴリーは≪ ≫を用いて表記した。 

 本結果は、データベースの活用について大別

すると、データベース活用への積極的姿勢の要

因と消極的姿勢の要因の 2つにわけられた。デ

ータベース活用への積極的姿勢の要因には【治

療標準化の共有の必要性】と【外部現状共有の

必要性】があった。【治療標準化の共有の必要

性】は、≪プログラム成果の曖昧さ≫≪医療の

正当性への困惑≫で構成され、【外部との現状

共有の必要性】は、≪観察法内他機関とのつな

がりの不足≫≪観察法外部とのつながりの不

足≫で構成された。他方、消極的姿勢の要因に

は、【情報リテラシーの強化】があり、≪デー

タベースの周知の不足≫≪データベースの効

果的活用の乏しさ≫が課題として挙げられた。

また≪実働の負担≫≪データベース項目の不

足≫については【運用や設計の見直しの必要性】

にまとめられた。 

 本成果は、臨床と研究者の論文の共同発表を
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予定し、準備を進めている。 

 

3. 医療観察医療観察統計資料（入院）（仮）の

設計 

1) 基本構造の開発 

 医療観察医療観察統計資料（入院）（仮）は、

基本構造の要素として対象集団と集計期間の

2 つを立てると体系的に設計できると考えた。

対象集団を入院対象者全体、在院中、退院済の

3通り、集計期間を累積、単年、経年の 3通り

で設定すると、論理的にありえない在院中×累

積集計を除き 8通りの組み合わせができ、それ

ぞれ意義のある集計が可能となる。 

 また、在院中か退院済かで集計する意義のあ

る項目は異なるため、対象集団によって項目を

変えるのが適切と考えた（表 2）。 

2) 設計に基づく集計の試行 

 平成 31 年 2 月 1 日にデータベースから抽出

した情報を用いて集計を試行した。 

 入院対象者全体×単年の例として、2018（平

成 30）年 1 月 1 日から 12 月 31 日までに入院

した対象者 235 名で、下記の各項目について単

純集計を行った（表 3）。 

(1)性別 

(2)年齢（入院時） 

(3)主診断 ICD-10 コード（入院医療機関） 

(4)対象行為 1 

(5)対象行為 2 

(6)被害者 

(7)放火の被害 

(8)退院状況 

(9)再入院 

 男女比はおよそ 7：3、平均年齢（標準偏差）

は 40.3（13.2）歳であった。主診断は ICD-10

コードで F2（統合失調症圏）が 8 割以上を占

めた。対象行為 1（殺人→放火→傷害→強盗→

強制性交等→強制わいせつで優先順位をつけ

て最初に並ぶもの）は、傷害が最も多く 39.1％、

次いで殺人が 33.6％、放火が 20.9％、強盗

3.8％、強制性交等・強制わいせつが 2.6％で

あった。被害者は、未知の人物の 26.8％が最

も多く、母親の 16.6％、父親の 11.9％がそれ

に続いた。対象行為 2など、該当しない対象者

が存在しうる項目を除いて、欠損はなかった。 

 退院済×経年の例として、2018（平成 30）

年12月31日までに退院した対象者2,535名で、

下記の各項目について単純集計を行った（図 1

～5）。各年への対象者の振り分けは、退院日を

基準とした。 

(1)性別 

(2)年齢（退院時） 

(3)主診断 ICD-10 コード（入院医療機関） 

(4)対象行為 1 

(5)在院期間 

 対象者のプロフィール（(1)～(4)）に大きな

変化は見てとれない一方で、(5)入院処遇期間

は変化が顕著であった。しかしながら、法施行

3年後の 2008（平成 20）年や 5年後の 2010（平

成 22）年に退院した対象者の中に、在院期間

が 6年以上となっている事例があり、不正確な

データが混入していることが判明した。 

 

Ｄ．考察 

1. 医療観察法医療の質の向上に向けたデータ

ベース事業の寄与 

 平成 30 年度は、医療観察法医療の質の向上

を目指し、データベースの本格的な活用に向け

た準備を始めた年であった。まだ不十分な面も

あるが、研究推進委員会が組織されたことで、

研究の視点を含めた医療の向上を目指す基盤

ができたと言える。また、医療観察法多職種ス

タッフへのインタビュー調査では、データベー

スの活用について一定の方向性を得ることが

できたと考えられる（若干の詳細な考察を次項

に記載する）。さらに、医療観察統計資料（入

院）（仮）の設計では、継続的に集計する必要
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のある指標を選別しているところであり、医療

の質の向上に寄与する情報の提供に向けて準

備が進んだ。 

 客観的な指標をモニタリングしていくこと

は、医療観察法がいかなる対象を受け入れ、い

かなる方向性を目指すことができるのかを評

価することを可能にする。データベースを活用

した研究の基盤づくりが進んだことは大きな

前進であり、平成 31 年度以降も引き続き順調

に進むことが期待される。 

 本研究では、設計した医療観察統計資料（入

院）（仮）の基本構造に基づき、集計を試行し

たが、不正確なデータの混入も判明し、データ

クリーニングが今後の課題となった。不正確な

データは、データベースシステムを通じてでは

なく、データベースに別途格納された、過去の

調査データ（これにより法施行以来の全入院対

象者の基本情報が利用可能となっている）に由

来するものであるが、データの活用が本格的に

始動する前に修正が必要と考えられた。今回の

集計試行では、それ以外には明らかに不正確な

データや欠損値はなかったが、データの研究利

用も見据えて、どの範囲のデータで信頼性が十

分に担保されているのかを確認しておく必要

がある。 

 

2. 医療観察法医療の臨床と研究の協働の必要

性 

 医療観察法多職種スタッフへのインタビュ

ー調査では、データベース活用への積極的姿勢

の要因と消極的姿勢の要因が抽出された。前者

には【治療標準化の共有の必要性】と【外部現

状共有の必要性】があり、後者には、【情報リ

テラシーの強化】【運用や設計の見直しの必要

性】が含まれた。 

 現在の医療観察法医療は、少なからず医療観

察法成立に至る歴史的背景 1～5)を考慮した慎

重な運用が求められる。そのうえでは、データ

ベースも、歴史的背景を考慮して設定された重

点項目の網羅的なモニタリングを継続する必

要があるものと思われる。その一方で本結果は、

現在の臨床のニーズへの対応も検討しなけれ

ば、データベース事業と臨床の距離が乖離する

可能性をも示唆していた。 

 他方、臨床上の課題を解決する目的があって

も、それらに関連する項目をデータベースに追

加することが適切なのかどうかについては検

証が必要である。とりわけ、時代とともに変遷

する臨床的課題に関連する指標については、デ

ータベースに取り込む普遍的意義の検証を要

すると思われる。このため、まずは研究として

候補となる指標を設定してデータを収集・分析

し、データベース項目としての適格性を評価す

ることが現実的なように思われる。その際には、

臨床からの情報提供に期待が集まる。 

 

3. 今後に向けて 

 本研究班が、特にデータベース事業の発展を

支える形で存在することによって、医療観察法

医療の質の向上を図れることが見込まれた。デ

ータベースのデータも、今後詳細な分析を行っ

ていく必要がある。 

 今後に向けては、対象者特性や臨床上の課題

を把握しつつ、課題解決のための研究を発展さ

せ、精神科医療全般の中で、医療観察法が担っ

ている医療の現状や役割を外部に発信してい

く必要がある。それにより、臨床の抱える課題

に即し、他機関とのつながりを図りながらの医

療観察法医療体制を整備していかれるように

思われた。 

 

Ｅ．結論 

 本分担研究は、臨床を向上させ、本研究班全

体の研究、ひいては司法精神医療の研究全般を

支える基盤を構築する役割を有している。医療

観察法施行から 13 年目となる現在、医療観察
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法医療の意義を、施設間、制度間で連携を図り

ながら発信し、拡大していくことが求められて

いる。そのためにデータベースを活用する仕組

みを、引き続き整備することが必要である。 
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